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1. はじめに 

1.1 調査目的と調査範囲 

1.1.1 調査目的 
配電設備に用いられている絶縁電線・ケーブルおよび付

属品は，さまざまな社会のニーズに対応しながら，これま

で公衆の安全性と信頼性向上を目指して改善がなされてき

た。これは，多種多様な環境での使用に対応した改良のみ

ならず，接続作業の省力化を目的として技術革新された接

続材料などの付属品も含まれる。 

また，ケーブルおよび付属品は，「景観・観光」，「安全・

快適」，「防災」の観点から配電線の地中化などが推進され

ており，コストダウン技術へのニーズも高まっている。 

そこで，配電用の絶縁電線・ケーブルおよび付属品の技

術的な変遷や，さまざまな使用環境，ニーズに対応するた

めの機能や構造などについて体系的に整理・解説し，新た

なニーズに応じて，適切な安全性，信頼性と経済性を有す

る配電用の絶縁電線・ケーブルおよび付属品の開発などに

資することを目的として「使用環境に対応した配電用絶縁

電線・ケーブルおよび付属品の技術的な変遷と課題」調査

専門委員会を設立した。絶縁電線とケーブルの開発イメー

ジを図 1.1 示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 1.1 絶縁電線・ケーブルの開発イメージ 

Fig 1.1. Development image of electrical wire and cable  

1.1.2 調査方法と調査範囲 
配電設備に用いられている絶縁電線・ケーブルおよび付

属品が開発・改良されてきた変遷調査は，電力会社，関連

工業会，製造会社などにアンケート調査を実施した。また，

今回の変遷調査においては構造の変遷調査と並行して，文

献調査や記録類により，それらの資機材が開発・改良され

てきた技術開発の背景や，社会情勢についても調査を行っ

た。さらに，新たなニーズと今後の課題についても，電力

会社などにアンケート調査を行い整理した。 
なお，本調査における調査範囲は，日本国内の配電設備

として図 1.2 に示す以下の範囲とする。 

 

・絶縁電線，ケーブル 

・絶縁電線，ケーブルに直接接続される接続材料，およ

びその絶縁カバー 

・対象電圧：100V～33kV（弱電流電線を除く） 

・日本工業規格（JIS）,電気規格調査会（JEC）規格，日

本電線工業会規格（JCS），日本電力ケーブル接続技術

協会（JCAA）規格，および電力用規格の調査を含める 

1.1.3 調査体制 
本調査専門委員会は，2017 年 5 月から 2019 年 5 月の間に，

9 回の作業会により調査・整理を行い，8 回の委員会にて審

議することで取り組んだ。 

 
1.2 配電設備の社会的背景 

1.2.1 日本における電気の広がり 
1882 年に東京・銀座にて日本初の電灯（アーク灯）が灯

された。以降，1887 年に東京電灯が第二電灯局を建設，日

本初の火力発電所が誕生（出力 25kW）し，家庭配電（直流

210V）が開始され，電力供給は東京を中心に急速に普及し

た。さらにエレベーターや電車など，電気は動力用として

も利用され，次々と発電所が建設されていった。 
その後，第 1 次世界大戦から第 2 次世界大戦に至るまで，

軍需景気に沸き工場動力の電化が進み，大多数の家庭には

電灯が普及した。しかし，戦雲の漂うなか電力は国家に管

理され，第 2 次世界大戦に突入した後には「ぜいたくは敵

だ」の声のもとに電力消費規制が行われた。 
終戦を迎え，新しい日本は第 2 次世界大戦後（以下，「戦

後」という。）の窮乏を乗り越え，豊かな生活を求めて目ざ

ましい経済成長を遂げた。それに対し，電力会社は，増え

続ける需要に安定して電気を供給していくため，供給設備

の構築と電源の多様化に力を傾注し，我が国の経済成長を

「電気の安定供給」で下支えした。 
テレビ・洗濯機・冷蔵庫の 3 種の神器が登場し，家庭に

は次々と電化製品が普及した。鉱工業生産は 1945 年後半に

は戦前の水準まで回復し，その後 1955 年頃からの高度成長

期を迎え，1964 年の東京オリンピックを機に，日本は経済

大国への道を歩み出した。1968 年には，我が国の GDP は世

界第 2 位に躍進し，高まる電力需要に応えて大規模な電源

開発が始まった。 

1.2.2 配電設備の電圧の変遷 
昭和初期の配電電圧は 3,300V であったが，高度成長に伴

う電力需要急増に対し，供給力の確保，電力損失の減少な

らびに電圧降下・電圧変動の軽減を目的とした配電電圧の

昇圧が検討された。そこで老朽設備の更新を含めた抜本的

な改善対策として，非接地三相 3 線式 6,600 V 配電方式が有

効と判断され，1959 年から政府による昇圧 15 年計画に基づ 
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